
青森 弘前 八戸 函館
225 237 228 226

111 97 92 106

115 139 136 121

50.8 58.9 59.4 53.2

55.3 62.8 65.8 57.0

47.5 38.4 37.0 43.8

期首資金残高
当期収支
1.経常的収支
2.公共資産整備収支
3.投資・財務的収支
期末資金残高

基礎的財政収支
収入総額 2,503億円
支出総額 △2,494億円
地方債発行額 △216億円
地方債元利償還額 260億円

　(1)社会保障給付 　(1)インフラ資産 (1)地方債
　(2)事業用資産 (2)退職手当引当金
　(3)売却可能資産 (3)その他
2.投資等
　(1)投資及び出資金 222億円
　(2)貸付金 (2)その他 80億円
　(3)基金など
3.流動資産 3,283億円

純経常行政コスト 　(1)資金
（経常費用－経常収益） 　(2)未収金等 純資産合計

4.繰延勘定

資産評価替・無償受入 4億円
53億円

期首純資産残高
158億円
8億円
400億円
△59億円
△333億円
166億円

3,344億円

△1,439億円

財源調達(地方税、地
方交付税、国・県補助
金など)

1,522億円

純経常行政コスト

6,138億円 1.固定負債 2,981億円1.公共資産

△35億円

資産の部 負債の部

期末純資産残高 3,396億円

　　　　　　負債合計
146億円
275億円

(1)翌年度償還予定地方債99億円
19億円

68億円
2.流動負債 302億円

2,817億円
2億円
264億円

2.　物にかかるコスト

6,679億円

純資産の部
3,396億円

　　　 6,679億円

109億円
166億円

2億円

217億円

　(1)人件費 255億円
　(2)退職手当引当金繰入など 32億円

経常費用 2,291億円
1.　人にかかるコスト 287億円

497億円

14億円

　(2)維持修繕費 45億円
　(3)減価償却費 200億円
3.　移転支出的なコスト 1,234億円

　(1)物件費 252億円

使用料・手数料など 852億円

1,439億円

　公債費(利払い)など 273億円
経常収益 852億円

　　「負債合計/人口」…市が借り入れている借金や未払金を全人口で割った額
３.市民一人当たりの純資産(万円)

4.　その他のコスト 273億円

1,039億円
　(2)補助金等移転支出など 123億円
　(3)他会計への支出 58億円
　(4)その他

区　　　分
１.市民一人当たりの資産(万円)
　　「総資産/人口」…市が保有する資産を全人口で割った額
２.市民一人当たりの負債(万円)

2,696億円

　　「純資産/人口」…市が保有する資産のうち、負債を差し引いた額を全人口で割った額
４.純資産比率(％)

　　「地方債合計/公共資産」…道路や公園等の社会資本形成資産を将来世代で支える割合

　　「純資産/総資産」…市が保有する資産のうち、負債を差し引いた正味の財産
５.社会資本形成に係る現役世代負担比率(％)
　　「純資産/公共資産」…道路や公園等の社会資本形成資産を現役世代で支える割合
６.社会資本形成に係る将来世代負担比率(％)

3,319億円

その他

資金収支計算書 純資産変動計算書
現金の流れを示すものです。その収支を性質に応
じて区分することで、どのような活動に資金を必
要としているかを表示します。

平成25年度中の純資産（資産から負債を引いたも
の）の変動額を明らかにし、どのような財源や要
因で増減したかを表示します。

貸借対照表(バランスシート)
貸借対照表は、会計年度末時点（平成26年3月31日）において、市が保有している資産とその資
産をどのような財源（負債・純資産）でまかなっているかを分かりやすくしたものです。左側に
「資産」を表示し、右側に「負債」（将来世代の負担）と資産と負債の差額である「純資産」（こ
れまでの世代の負担）に分けて表示しています。

人口296,215人(平成26年3月31日現在)

負債及び純資産合計資産合計

行政コスト計算書
市の経常的な活動に伴うコストと使用料・手数料等の収入を
示します。減価償却費など非現金コストについても計上し、
経常費用合計から経常収益合計を差し引いたものが当該年度
の純経常行政コストとなります。

【連結財務諸表の意義】
　市が行う行政サービスには、一般
会計を中心とした普通会計だけでな
く、多様な会計や関係団体によって
実施されています。
　このため、普通会計の財務書類を
作成するだけでは、必ずしも行政
サービス全体としての地方公共団体
の財務状況の全体像を表すことはで
きません。
　そこで、地方公共団体と関係団体
等を連結して１つの行政サービス主
体として捉え、公的資金等によって
形成された資産の状況、その財源と
された負債・純資産の状況、更には
行政サービス提供に要したコストや
資金収支の状況などを総合的に明ら
かにすることが、連結財務書類の目
的といえます。
　これにより、地方公共団体のより
一層の財務情報の透明性の向上、住
民への説明責任を果たすことが期待
されます。

【連結の対象となる会計など】
一般会計を含む29会計(団体)が連結に含まれます。

青森市(連結)の「４つの財務諸表」を公表します（平成25年度）

一般会計
公共用地取得事業特別会計
母子寡婦福祉資金貸付金特別会計

普通会計

市全体

連　結

他自治体との比較状況は？

４つの
連結財務諸表を
見てみよう！

競輪事業特別会計
国民健康保険事業特別会計
宅地造成事業特別会計
下水道事業特別会計
中央卸売市場特別会計
農業集落排水事業特別会計
介護保険事業特別会計
後期高齢者医療特別会計
駐車場事業特別会計
病院事業会計
水道事業会計
自動車運送事業会計

青森地域広域事務組合
青森地域広域消防事務組合
黒石地区清掃施設組合
津軽広域水道企業団津軽事業部
南黒地方福祉事務組合
青森県後期高齢者医療広域連合
公立大学法人青森公立大学
青森市土地開発公社
(財)青森市シルバー人材センター
(財)青森市文化スポーツ振興公社
(株)アップルヒル
青森駅前再開発ビル(株)
(公財)青森学術文化振興財団
(職)青森情報処理開発財団


